
 

福 祉 環 境 委 員 会 
 

令和 3 年 9 月 10 日（金） 

10 時 00 分 ～  時  分 

全 員 協 議 会 室 

 

【委 員】 柳楽委員長、村武副委員長 

沖田委員、小川委員、岡本委員、佐々木委員、田畑委員、澁谷委員 

【議 長・委員外議員】 

【福祉環境委員会 所管管理職】 

 砂川副市長 

   〔健康福祉部〕猪木迫健康福祉部長、久保健康福祉部参事、藤井地域福祉課長、 

板本健康医療対策課長、湯浅健康医療対策課副参事、 

龍河子育て支援課長 

〔市民生活部〕森脇市民生活部長、井上環境課長 

〔金 城 支 所〕篠原支所長、佐々尾市民福祉課長 

   〔上下水道部〕有福上下水道部長、谷口工務課長、大上下水道課長 

   〔都市建設部〕倉本維持管理課長 

【事務局】中谷書記 

 

議 題 

1 請願等の意見陳述  

 (1) 陳情第 215 号 地域包括支援センターの民間委託の見直しを求める陳情について 

 (2) 陳情第 216 号 病児・病後児保育の指定管理について改善を求める陳情について 

 (3) 陳情第 232 号 はまだ市民一日議会での発言内容に関する事実確認を求める陳情

について 

 (4) 陳情第 233 号 コロナ後のケアの推進状況の報告を求める陳情について 

 (5) 陳情第 234 号 市長に病児・病後児保育の補助金の取扱いについて確認を求める

陳情について 

 (6) 陳情第 236 号 土壌の調査を求める陳情について 

 

2 請願第 23号 加齢性難聴者の補聴器購入費助成制度の創設及び意見書の提出につい

て【216 件署名あり】 

 

3 陳情審査 

 (1) 陳情第 215 号 地域包括支援センターの民間委託の見直しを求める陳情について 

 (2) 陳情第 216 号 病児・病後児保育の指定管理について改善を求める陳情について 

 

裏面あり 



 (3) 陳情第 232 号 はまだ市民一日議会での発言内容に関する事実確認を求める陳情

について 

 (4) 陳情第 233 号 コロナ後のケアの推進状況の報告を求める陳情について 

 (5) 陳情第 234 号 市長に病児・病後児保育の補助金の取扱いについて確認を求める

陳情について 

 (6) 陳情第 236 号 土壌の調査を求める陳情について 

 

4 議案第 67号 浜田市金城高齢者生活福祉センター条例の一部を改正する条例につい

て 

 

5 所管事務調査 

（1）市道の草刈りについて                   【維持管理課】 

（2）健康寿命延伸に向けての取組について          【健康医療対策課】 

（3）介護予防・日常生活支援総合事業について        【健康医療対策課】 

 

6 執行部報告事項 

（1）新型コロナウイルス感染症関連の状況について      【健康医療対策課】 

（2）新型コロナウイルスワクチンの接種状況について 【新型コロナウイルスワクチン対策室】 

（3）金城地域断水防止対策について                 【工務課】 

（4）基幹管路の更新及び耐震化の状況について            【工務課】 

（5）台風 9 号および 8 月大雨による上水道施設の被害状況について   【工務課】 

（6）台風 9 号による下水道施設の被害状況について         【下水道課】 

（7）その他 

（配布物） 

・浜田市人口状況（R3.5 月末～R3.7 月末）            【総合窓口課】 

 

7 その他 

 

8 はまだ市民一日議会での発言内容の今後の取扱いについて【福祉環境委員会分】 

（委員間で協議） 

 

9 取組課題「子育て支援について」（委員間で協議） 

 

 



令和 3年 9月浜田市議会定例会議   

請 願 文 書 表 
 

受理

番号 
件   名 請 願 者 紹介議員 

受理 

年月日 

23 

加齢性難聴者の補聴器購入

費助成制度の創設及び意見

書の提出について 

全日本年金者組合島根県本部

石見支部 

支部長 深野 政勝 

西村 健 

小川 稔宏 
R3.8.18 

付託委員会 審査経過（委員会） 審査経過（本会議） 
結果 

年月日 

福祉環境委員会    

【請願の趣旨】 

高齢社会の到来により、高齢者が多方面にわたり活躍する時代を迎えていますが、それにあわ

せ、加齢による中・軽度の難聴者も増加傾向にあり、補聴器を必要とする高齢者も増えています。 

わが国における難聴者約 1,430万人（推計値、2018年、一般社会法人日本補聴器工業会調べ）

に対し補聴器所有者は約 210万人（所有率 14.4％）と、ヨーロッパ先進国（37％～48％）に比べ

極端に低い所有率となっています。 

補聴器購入に対する国の助成制度としては現在、障がい者手帳を取得している人を対象とした

医療補助制度があるのみであり、中・軽度の加齢性難聴者を対象とした補助制度はありません。

また、補聴器の価格も 1台あたり 5～50万円と高額なため、低年金・無年金の高齢者の多くは、

購入したくてもできないのが現実です。 

近年、聞こえにくいことがうつ病や認知症の危険因子になることや、早期発見が難聴の進行を

遅らせることも明らかになっています。今後、高齢者による補聴器の所有・使用が広がれば、高

齢者と地域とのつながりを強化し、高齢者の孤立を防止することとなり、健康寿命の延伸や医療

費の抑制にも寄与するものと考えます。 

以上の趣旨により、下記事項について請願します。 

 

【請願事項】 

1.浜田市に中・軽度加齢性難聴者の補聴器購入費助成制度を創設してください。 

2.地方自治法第 99条の規定に基づき、国に対し、加齢性難聴者補聴器購入に公的助成制度の創設

を求める意見書を提出してください。 

 





                  

加齢性難聴者の補聴器購入費助成制度の創設を求める意見書（案） 

 

 

 高齢社会の到来により、高齢者が多方面で活躍する時代を迎え、加齢による中・軽度の難

聴者も増加傾向にあり、必然的に補聴器を必要とする高齢者も増えています。 

 わが国における難聴者約 1,430 万人（推計値、2018 年、一般社会法人日本補聴器工業会

調べ）に対し補聴器所有者は約 210 万人（所有率 14.4％）と、ヨーロッパ先進国（37％～

48％）に比べ極端に低い所有率となっています。 

 補聴器購入に対する国の助成制度としては現在、障がい者手帳を取得している人を対象と

した医療補助制度があるのみであり、中・軽度の加齢性難聴者を対象とした補助制度はあり

ません。また、補聴器の価格も１台あたり 5～50万円と高額なため、低年金・無年金の高齢

者の多くは、購入したくてもできないのが現実です。 

 近年、聞こえにくいことがうつ病や認知症の危険因子になることや、早期発見が難聴の進

行を遅らせることも明らかになっています。今後、高齢者による補聴器の所有・使用が広が

れば、高齢者と地域とのつながりを強化し、高齢者の孤立を防止することとなり、健康寿命

の延伸や医療費の抑制にも寄与するものと考えます。 

 以上の趣旨により、地方自治法第 99 条の規定に基づき、加齢性難聴者の補聴器購入費助

成制度の創設を求める意見書を提出します。 

 

 

令和3年  月  日 

浜 田 市 議 会  

 

 

内閣総理大臣 宛 

厚生労働大臣 宛 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 















 

 

 

令和 3年 9月浜田市議会定例会議 

条例議案新旧対照表 

 
 

（福祉環境委員会） 
 

 

  



 

 

新 旧 対 照 表 の 見 方 
 

 

1  最上部に一部改正する条例の名称及び条例番号を表記しています。 

 

2  新旧対照表の表記は、次のとおりです。 

⑴ 左欄の「現行」が改正前、右欄の「改正後（案）」が改正後の内容 

⑵ 改正のある条のみ表記 

⑶ 改正のある条の中の改正のない項及び号は「〔略〕」で表記 

⑷ 変更のある箇所を下線で表記 

 

 

〔新旧対照表例〕 

浜田市●●●条例（平成●●年浜田市条例第●●号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（見出し） （見出し） 

第●条 市長は、○○○○○○○○、●●●●とする。 第●条 市長は、○○○○○○○、▲▲▲▲とする。 

2 〔略〕 2 〔略〕 

 

  

 



 

 

目 次 
議案第67号 浜田市金城高齢者生活福祉センター条例の一部を改正する条例について … 1ページ 
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浜田市金城高齢者生活福祉センター条例（平成 17 年浜田市条例第 278 号）新旧対照表  （下線部分が改正箇所） 

現行 改正後（案） 

（目的及び設置） （目的及び設置） 

第 1 条 入所及び通所を通し在宅の高齢者等の自主的生活の助長、社会的孤立感

の解消及び心身機能の維持向上を図るとともに、その家族の身体的及び精神的

な労苦の軽減を図り、もって地域社会福祉の向上に資するため、地方自治法（昭

和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 1 項の規定に基づき、浜田市金城高齢

者生活福祉センター（以下「高齢者生活福祉センター」という。）を浜田市金

城町下来原 1541 番地 20 に設置する。 

第 1 条 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿在宅の高齢者等の自主的生活の助長、社会的孤立感

の解消及び心身機能の維持向上を図るとともに、その家族の身体的及び精神的

な労苦の軽減を図り、もって地域社会福祉の向上に資するため、地方自治法（昭

和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 1 項の規定に基づき、浜田市金城高齢

者生活福祉センター（以下「高齢者生活福祉センター」という。）を浜田市金

城町下来原 1541 番地 20 に設置する。 

（部門） 〔削る〕 

第 2条 高齢者生活福祉センターに次の部門を設ける。 〔削る〕 

(1) デイサービス部門 〔削る〕 

(2) 居住部門 〔削る〕 

(3) 短期入所部門 〔削る〕 

(4) 交流部門 〔削る〕 

（事業） （事業） 

第 3条 高齢者生活福祉センターは、第 1 条の目的を達成するため、次に掲げる

事業を行う。 

第 2条 高齢者生活福祉センターは、第 1 条の目的を達成するため、次に掲げる

事業を行う。 

(1) デイサービス部門で行う事業＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(1) デイサービス事業 介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第 115 条の 45

第 1項第 1号ロに規定する第 1号通所事業 

ア 介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以下「保険法」という。）第 8 条

第 17項に規定する地域密着型通所介護及び保険法第 115条の 45第 1項第

1 号ロに規定する第 1号通所事業 

〔削る〕 

イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第 123号。以下「支援法」という。）第 5条第 7項に規定する生

活介護 

〔削る〕 

(2) 居住部門で行う事業 (2) 居住事業 
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現行 改正後（案） 

ア・イ 〔略〕 ア・イ 〔略〕 

(3) 短期入所部門で行う事業 〔削る〕 

ア 保険法第 8条第 9項に規定する短期入所生活介護及び保険法第 8条の 2

第 7項に規定する介護予防短期入所生活介護 

〔削る〕 

イ 支援法第 5 条第 8項に規定する短期入所 〔削る〕 

ウ 生活管理指導短期宿泊事業による入所者への生活指導、健康チェック、

定期的な見守り、食事の提供等 

〔削る〕 

(4) 交流部門で行う事業 (3) 交流事業 

ア～エ 〔略〕 ア～エ 〔略〕 

(5) 〔略〕 (4) 〔略〕 

（管理） （管理） 

第 4条 〔略〕 第 3条 〔略〕 

（指定管理者が行う業務） （指定管理者が行う業務） 

第 5条 〔略〕 第 4条 〔略〕 

第 6条 〔略〕 第 5条 〔略〕 

（開館時間） （開館時間） 

第 7条 〔略〕 第 6条 〔略〕 

（休館日） （休館日） 

第 8条 〔略〕 第 7条 〔略〕 

（利用時間） （利用時間） 

第 9条 高齢者生活福祉センターの利用時間は、次に掲げるとおりとする。ただ

し、指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得てこれを変更

することができる。 

第 8条 高齢者生活福祉センターの利用時間は、次に掲げるとおりとする。ただ

し、指定管理者は、必要があると認めるときは、市長の承認を得てこれを変更

することができる。 

(1) デイサービス部門 午前 9 時 30分から午後 4時まで (1) デイサービス事業 午前 10 時から午後 2時まで＿_ 

(2) 居住部門 (2) 居住事業 

ア・イ 〔略〕 ア・イ 〔略〕 
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現行 改正後（案） 

(3) 短期入所部門 〔削る〕 

ア 入所者 終日 〔削る〕 

イ 入所者への訪問 午前 8時 30分から午後 8時まで 〔削る〕 

(4) 交流部門 午前 8 時 30 分から午後 5 時まで (3) 交流事業 午前 8 時 30 分から午後 5 時まで 

（利用対象者） （利用対象者） 

第 10条 高齢者生活福祉センターの利用対象者は、次に掲げる者とする。 第 9条_ 高齢者生活福祉センターの利用対象者は、次に掲げる者とする。 

(1) デイサービス部門の利用対象者＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿_ 

(1) デイサービス事業 介護保険法第 115 条の 45 第 1 項第 1 号に規定する居

宅要支援被保険者等 

ア 保険法第 7 条第 3 項に規定する要介護者又は保険法第 115 条の 45 第 1

項第 1号に規定する居宅要支援被保険者等 

〔削る〕 

イ 支援法第 21条に規定する障害支援区分の認定を受けた者 〔削る〕 

(2) 居住部門の利用対象者 (2) 居住事業＿＿＿＿＿＿ 

ア 〔略〕 ア 〔略〕 

イ アに該当する者及びその配偶者で両者共に居住サービス＿を希望する

もの 

イ アに該当する者及びその配偶者で両者共に居住事業の利用を希望する

もの 

(3) 短期入所部門の利用対象者 〔削る〕 

ア 保険法第 7条第 3項に規定する要介護者又は同条第 4項に規定する要支

援者 

〔削る〕 

イ 支援法第 21条に規定する障害支援区分の認定を受けた者 〔削る〕 

ウ 65 歳以上の者（アに該当する者を除く。）で、生活習慣等の指導及び体

調調整等が必要と認められるもの 

〔削る〕 

(4) 交流部門の利用対象者 (3) 交流事業＿＿＿＿＿＿ 

ア・イ 〔略〕 ア・イ 〔略〕 

(5) 〔略〕 (4) 〔略〕 

（利用許可） （利用許可） 

第 11条 〔略〕 第 10条 〔略〕 
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現行 改正後（案） 

2・3 〔略〕 2・3 〔略〕 

4 保険法第 41 条第 1 項に規定する要介護被保険者及び保険法第 115 条の 45 第

1 項第 1 号に規定する居宅要支援被保険者等は、第 1 項の許可を受けたものと

みなす。 

4 介護保険法＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_第 115 条の 45 第 1

項第 1 号に規定する居宅要支援被保険者等は、第 1 項の許可を受けたものとみ

なす。 

（利用の制限） （利用の制限） 

第 12条 〔略〕 第 11条 〔略〕 

2 〔略〕 2 〔略〕 

（特別設備等の制限） （特別設備等の制限） 

第 13条 〔略〕 第 12条 〔略〕 

（目的外利用等の禁止） （目的外利用等の禁止） 

第 14条 〔略〕 第 13条 〔略〕 

（利用料金） （利用料金） 

第 15条 〔略〕 第 14条 〔略〕 

2・3 〔略〕 2・3 〔略〕 

（利用料金の収入） （利用料金の収入） 

第 16条 〔略〕 第 15条 〔略〕 

（利用料金の減免） （利用料金の減免） 

第 17条 〔略〕 第 16条 〔略〕 

（利用料金の不還付） （利用料金の不還付） 

第 18条 〔略〕 第 17条 〔略〕 

（原状回復の義務） （原状回復の義務） 

第 19条 〔略〕 第 18条 〔略〕 

（損害賠償等の義務） （損害賠償等の義務） 

第 20条 〔略〕 第 19条 〔略〕 

（委任） （委任） 

第 21条 〔略〕 第 20条 〔略〕 
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現行 改正後（案） 

別表第 2（第 15 条関係） 

高齢者生活福祉センターで行う事業の利用料金 

別表第 2（第 15 条関係） 

  高齢者生活福祉センターで行う事業の利用料金 

事業 区分 利用料金 備考 

デ イ

サ ー

ビス 

条 例

第3条

第1号 

ア 保険法第 42条の 2第 2項第 2号

の規定により厚生労働大臣が定

める基準の範囲内において、指

定管理者があらかじめ市長の承

認を得て定める額 

 

イ 支援法附則第 5 条第 1 項の規定

により厚生労働大臣が定める基

準の範囲内において、指定管理

者があらかじめ市長の承認を得

て定める額 

居住 条 例

第3条

第2号 

 1 月当たり 10,000円 1 月の中途において

入退居した場合

は、1月当たりの利

用料金の額に当該

月の実利用日数

（入退居日を含

む。）を乗じて得た

額を、当該月の実

日数で除して得た

額（100円未満切捨

事業 利用料金 

デイサービス事業 介護保険法第 115 条の 45 の 3 第 2 項に規定する厚生

労働省令で定めるところにより算定した額 

居住事業 1 月当たり 1 万円。ただし、次に該当するときは、

それぞれに定める額とする。 

（1） 夫婦で利用した場合 当該夫婦のいずれか一

方について5,000円（当該夫婦で利用した期間

に限る。） 

（2） 月の中途において利用を開始し、又は中止し

た場合 1月当たりの利用料金の額に当該月の

実利用日数（当該利用を開始し、又は中止した

日を含む。）を乗じて得た額を、当該月の実日

数で除して得た額（100円未満切捨て） 

交流事業 無料 

その他 無料 

 



- 6 - 

現行 改正後（案） 

て）とする。 

2 夫婦で入居した場

合は、当該入居期

間に限り、一方を

半額とする。 

短 期

入所 

条 例

第 3

条第 3

号 

ア 保険法第 41条第 4項の規定によ

り厚生労働大臣が定める基準の

範囲内において、指定管理者が

あらかじめ市長の承認を得て定

める額 

 

イ 支援法第19条の規定により厚生

労働大臣が定める基準の範囲内

において、指定管理者があらか

じめ市長の承認を得て定める額 

ウ 市長が別に定める額 食費は別途 

交流 条 例

第 3

条第 4

号 

 無料  

そ の

他 

条 例

第 3

 無料  



- 7 - 

現行 改正後（案） 

条第 5

号 

 

 

 



令 和 3 年 9 月 10 日 

福祉環境委員会資料 

都市建設部維持管理課 

市道の草刈りについて 

 

 

①住民による草刈りができなくなり、業者に委託している地区の件数（5 年間） 

 

  三隅地域 2 地区（平成 29 年度） 

 

 

②今後、住民が担うことが困難になった場合の対応策 

 

  家がない区間など、地域で担うことが困難になった場合、市での対応も検討

する必要はあると考える。 

現在、有志の方が組織を作り町内の草刈りを行われている地域もあり、その

ような組織の力もお借りしたい。 

 

 

③市がやるべきではとの意見に対する、市の考え方 

 

  地域の環境美化につながるものであり、今後も地域の協力をいただきたい。 

 

 

④全て市が行った場合に要する予算額見込み 

 

  現在、報償費をお支払いしている道路延長・・・約 800ｋｍ 

  市道に関して業者委託した場合の平均単価・・・約 220 円／ｍ 

 

800,000ｍ×220 円＝176,000 千円 

 

 

 

 

 



 

健康寿命延伸に向けての取り組みについて 
 

1 平均寿命・健康寿命（ 65 歳平均自立期間）の推移  

各年を中間とした 5 年の平均  単位：年  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 平均寿命・健康寿命（ 65 歳平均自立期間）の短い理由について  

（ 1）除去すると平均寿命が延びる疾患（平成 28 年を中間とした 5 年平均）  

男性： 1 位心疾患  2 位呼吸器疾患  3 位肺がん  4 位自死  5 位脳血管疾患  

女性： 1 位心疾患  2 位呼吸器疾患  3 位脳血管疾患  4 位胃がん・乳がん  

（ 2）健康寿命を引き下げている原因について（平成 29・ 30 年度介護保険新規申請） 

・浜田市の介護保険認定の特徴として、要介護 3 以上の出現率は全国平均

とかわらないが、「要介護 2」が多い。要支援 1 は少なめ。  

・介護を要する原因としては、軽度では関節疾患、中重度では認知症・脳

血管疾患が多い。  

 

3 健康寿命延伸の取組み  

（ 1）はまだ健康プロジェクト  10 か年事業計画  （令和元～ 10 年度）  

①市民の健康づくりの機運づくり（はまチャレ、運動の普及、まちづくり

との協働、県や関係団体との協働）  

②調査研究事業・大学との協働（健活応援事業所や地域の栄養調査、健診

結果分析、歩数・運動の分析）  

③健康なまちづくりのための基盤整備（地域・職域・健康ボランティア組

織との連携～研修会、調査報告会）  

 

令 和 3 年 9 月 1 0 日 

福 祉 環 境 委 員 会 資 料 

健康福祉部健康医療対策課 

 

80.44

81.14

80.73 80.77
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80.42 80.59

80.8

H25 H26 H27 H28

平均寿命（男性）

浜田市 島根県
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87.01 87.18 87.23 87.5

H25 H26 H27 H28
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浜田市 島根県

16.77 16.99 16.84 17.01
17.46 17.68 17.76 17.86

H25 H26 H27 H28

65歳平均自立期間（男性）

浜田市 島根県

19.74 19.76 19.72 19.98
20.92 21.05 21.05 21.17

H25 H26 H27 H28

65歳平均自立期間（女性）

浜田市 島根県



（ 2）県との連携事業  

①しまね健康寿命延伸プロジェクト事業（令和 2 年度～令和 6 年度）  

令和 2 年度  モデル地区設定（みはし地域ネットワーク）  

地区への事業説明  

令和 3 年度  健康実態調査（生活習慣・食事調査・尿中塩分測定）  

令和 4 年度  調査結果をふまえた取組み  

令和 5 年度  健康実態調査（取組の変化確認）  

令和 6 年度  活動のまとめ  

②浜田圏域健康長寿しまね推進会議活動  

浜田保健所と浜田市・江津市の行政を含め 40 団体の協働により、関

係者が一体となって住民の健康意識を高揚し自主的な健康づくりを進

めることを目的に 4 部会を設置し活動している。  

・禁煙推進部会  

・歯と食の部会  

・運動・健康づくり部会  

・心の健康づくり部会  

 

4 食生活改善推進員養成講座について  

・第 3 次健康増進計画において、新規会員を増やすことを目標として掲

げ、 2 年に 1 回養成講座を開催。  

・養成者講座修了者  H21 年度 48 人、H22 年度 25 人、H24 年度 30 人、H26

年度 35 人、 H28 年度 21 人、 H30 年度 23 人、令和 3 年度 8 人  

・養成講座には 20 時間（約 6 日）という規定があり、各地域で人数を集

めるのが困難、受講者や講師（医師、管理栄養士、保健師、運動指導者

等）の移動時間がかかるということから、浜田地域 1 会場で実施してき

た経過がある。  

・養成講座については「ポイント制」も可能となったため、どの地域から

も参加しやすいリモートによる参加などを検討中。  

 

5 子どもの食育の取組みについて  

（ 1）食育推進ネットワーク会議の開催（年 5 回程度）  

（ 2）「元気な浜田は朝ご飯から」の取組み  

（ 3）離乳食講座、幼児食講座、育児相談での栄養相談・栄養指導  

（ 4）乳幼健康診査（乳児、 1 歳 6 か月児、 3 歳児）における栄養相談・栄養

指導  

（ 5）子どもの生活習慣づくり応援事業（放課後児童クラブ等への出前講座） 

（ 6）生活習慣・食生活アンケート調査（年中児）  

（ 7）離乳食動画を Facebook「浜田市健康情報」に掲載  

（ 8）クックパッド浜田市公式キッチン「びぃびくん食堂」にレシピ掲載  



介護予防・日常生活支援総合事業について 
 
１ 介護予防事業計画について 
 ・介護予防に関する市としての方針は「浜田市高齢者福祉計画」を策定し、記載 
 ・浜田市・江津市による浜田広域としての方針は、浜田地区広域行政組合が「浜田地区広域行政組合介護保険事業計画」を策定 
 
2 介護予防日常生活支援総合事業 

・浜田市の取組状況 
  サービス A 

（緩和した基準によるサービス） 

サービス B 
（住⺠主体による支援） 

サービス C 
（短期集中予防サービス） 

サービス D 
（移動支援） 

通所型 5 か所 0 か所 0 か所 − 
訪問型 7 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

サービス提供者 指定事業者 ボランティア主体 
保健・医療の専門職 

（市町村） 
ボランティア主体 

予算 
介護給付費 

（広域予算） 
地域支援事業費 

（広域委託料による市予算） 
地域支援事業費 

（広域委託料による市予算） 
地域支援事業費 

（広域委託料による市予算） 
 
住⺠主体による B 及び D については、これまで浜田市においても実施できる可能性がある団体と協議を行った経緯はありますが、対象

者が要支援 1、2 または事業対象者に限られることなど課題もあるため事業開始に至っておりません。 
 短期集中支援による C については、過去に委託事業としてラ・ペアーレ浜田において事業開始を行いましたが、利用者が少ないことな
どから事業撤退しており、現在新規参入を予定している事業所はありません。 

  

令 和 3 年 9 月 1 0 日 
福 祉 環 境 委 員 会 資 料 
健康福祉部健康医療対策課 



3 県内他市との比較 

・県内 8 市における取組状況 

 
4 浜田市 独自事業 
 ・浜田市介護予防教室開設準備経費支援補助金 
  概要：専門職を配置し、週 1 回以上、各回 2 時間以上実施する無料の介護予防教室について、開設費上限 100 万円の補助を行う。 

教室数 利用者 補助率 令和 3 年度予算額 
4 か所 だれでも利用可能 3/4 2,000 千円 

 サービス 
種別 

市名 

サービス A 
（緩和した基準によるサービス） 

サービス B 
（住⺠主体による支援） 

サービス C 
（短期集中予防サービス） 

サービス D 
（移動支援） 

訪問 通所 訪問 通所 訪問 通所 訪問 通所 

サービス内容 
生活援助等 ミニデイ、運

動・レクリエ
ーション等 

住⺠主体の自
主活動による
生活援助等 

体操、運動等、
自主的な通い
の場 

保健師等によ
る居宅での相
談指導等 

運動機能向上
や栄養改善等
のプログラム 

移送後の生活
支援 − 

安来市   〇    〇 − 
松江市 〇 〇 〇 〇 〇 〇  − 
出雲市  〇   〇 〇  − 
雲南市 〇 〇      − 
大田市 〇       − 
江津市 〇 〇    〇  − 
浜田市 〇 〇      − 
益田市 〇 〇  〇  〇 〇 − 



令和2年度　地域支援事業の実施状況（浜田市・江津市）

【介護予防・日常生活支援総合事業】

介護予防ケアマネジメント（第1号介護予防支援事業）

1 介護予防ケアマネジメント
　総合事業（訪問介護・通所介護）を利用され
る方のケアプラン作成。

〇 〇

通所型サービス事業（第1号通所事業）

2
通所型サービスC
（指定事業者以外）

要支援認定者又は事業対象者が介護予防ケ
アマネジメントにより、理学療法士等が運動や
身体機能訓練を行う。

〇

一般介護予防事業

3 介護予防把握事業
　支援の必要な高齢者を把握し、介護予防に
つなげる。

〇 〇

4 介護予防普及啓発事業
　介護予防に資する基本的な知識普及等の
啓発を図る。

〇 〇

5
地域介護予防活動支援事
業

　介護予防に資するボランティア等の人材及
び地域活動組織の育成並びに支援を行う。

〇 〇

6
地域リハビリテーション活
動支援事業

　リハビリテーションに関する専門的知見を有
する者が、地域包括支援センターと連携しな
がら介護予防の取組を総合的に支援する。

〇 〇

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

7 包括的支援事業

地域包括支援センターの運営
①介護予防ケアマネジメント業務
②総合相談支援業務
③権利擁護業務
④包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

〇 〇

新包括的支援事業（社会保障充実分）

8
在宅医療・介護連携推進事
業

　住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生
の最期まで続けることができるよう、在宅医療
と介護の連携を推進する。

〇 〇

9 生活支援体制整備事業
高齢者の日常生活上の支援体制の充実・強
化及び高齢者の社会参加の推進を一体的に
図って行く。

〇 〇

江津市

江津市

番号 事業名 事業内容 浜田市 江津市

番号 事業名 事業内容 浜田市 江津市

番号 事業名 事業内容 浜田市

番号 事業名 事業内容 浜田市



10
認知症初期集中支援推進
事業

　認知症の人やその家族に早期に 関わる「認
知症初期集中支援チーム」を配置し、支援す
る体制を構築する。

〇 〇

11
認知症地域支援・ケア向上
事業

　認知症の人が安心して暮らすために必要な
医療、介護及び生活支援を行うサービスの連
携体制を構築する。
　地域の実情に応じて、認知症ケアの向上を
図るための取組を推進する。

〇 〇

12 地域ケア会議推進事業
　多職種協働による個別事例検討から地域課
題を把握し、地域のネットワーク構築やケアマ
ネジメント支援を図る。

〇 〇

任意事業

13
【家族介護支援事業】
 家族介護教室事業

　高齢者を介護している家族等の身体的、精
神的負担の軽減を図り、要介護高齢者の在
宅生活の継続及び、福祉の向上を図る。

〇 〇

14
【家族介護支援事業】
 家族介護交流事業

  高齢者を介護している家族等の身体的、精
神的負担の軽減を図り、要介護高齢者の在
宅生活の継続及び、福祉の向上を図る。

〇 〇

15
【家族介護支援事業】
 家族介護用品支給事業

　在宅で寝たきりの高齢者等を常時介護して
いる者が介護用品（紙おむつ又は尿取りパッ
ト）を介護のために必要とする場合において、
介護用品を支給する。

〇 〇

16
【家族介護支援事業】
 家族介護慰労事業

　要介護状態の高齢者を在宅で介護している
家族に対し、家族介護慰労金を支給すること
により、家族の介護負担の軽減を図る。

〇 〇

17
【その他事業】
 成年後見制度利用支援事
業

　成年後見制度のの周知及び身寄りのない判
断能力の低下した高齢者に市長による後見
開始申立を行い、後見の報酬の支払いが困
難な場合は助成を行う。

〇 〇

18
【その他事業】
 福祉用具・住宅改修支援
事業

　居宅介護支援の提供を受けていない要介護
（支援）者の住宅改修費支給に係る理由書を
作成した居宅介護支援事業者へ経費を助成
する。

〇 〇

19
【その他事業】
 認知症サポーター養成講
座事業

　認知症に関する正しい知識を習得し、認知
症の人や家族を支援する認知症サポーターを
養成する。

〇 〇

20
【その他事業】
 配食サービス事業

  自ら調理することが困難な高齢者等に昼食
を宅配し、配食時に声かけや安否確認等の見
守りを行う。

〇 〇

21
【その他事業】
 緊急通報体制整備事業

　市内居住する一人暮らしの高齢者又は高齢
者のみの世帯に緊急通報装置を貸与し、急病
や災害時の緊急時に適切な対応を図る。

〇 〇

22
【その他事業】
 シルバーハウジング事業

　公営住宅のシルバーハウジング入居者に対
し、生活指導・相談・安否確認等日常生活に
必要な支援を行う。

〇 〇

江津市番号 事業名 事業内容 浜田市



 

新型コロナウイルス感染症関連の状況について 
 

1 新型コロナウイルス感染症患者の状況 

浜田市では 8 月に 97 例の感染者が確認され、中国電力三隅発電所において、

市内初となるクラスターも発生しました。感染力の強いデルタ株が広がっている

ものと見られます。なお、全国及び県内において、ワクチンを 2 回接種された方

も少数ではありますが、感染が確認されております。感染が拡大しており、一層

の感染対策をお願いします。 

◇患者件数（月）                      （人）  

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

令和 2年度      2   4 4   10 

令和 3年度 7 13  2 97 20※        139 

※令和 3 年 9 月 6 日公表分まで 
 

2 新型コロナウイルス感染症電話相談の状況 

令和 2 年 4 月に島根県内に患者が確認されたことから、県の要請により健康医

療対策課・支所市民福祉課において電話相談を実施しています。また、令和 3 年

3 月からは、ワクチンに関する相談も県報告に計上することになりましたので、

浜田市新型コロナウイルスワクチンコールセンターの相談も計上しています。 

◇相談者数及び相談件数（年度）                （件） 

 相談者数(人) 
症状等の
健康相談 

医療体制 予防・治療 
ワクチン
副反応 

ワクチン
一般 

その他 

令和 2 年度 273 49 21 10 0 19 178 

令和 3 年度 3,835 28 8 9 12 3,346 441 

◇相談者数及び相談件数（月）                      

令和 3 年度 相談者数(人) 
症状等の
健康相談 

医療体制 予防・治療 
ワクチン
副反応 

ワクチン
一般 

その他 

4 月～7 月まで 3,189 13 6 4 12 2,755 406 

8 月 558 13 2 5 0 509 31 

9 月 88 2 0 0 0 82 4 

令和 3 年度は 9 月 3 日現在 

（注）相談者の複数相談もあり、相談者数と相談内容の合計は一致しません。 
 

3 浜田市外来検査センターの状況 

島根県の委託を受けて、浜田市内の医療機関から紹介を受けた患者を対象に新

型コロナウイルス感染症の検体検査を行っています。9 月には、検体採取の内 2 件

の陽性判定がありました。検体採取に係る運用マニュアルを遵守し安全な業務の

遂行に努めます。（島根県と令和 4 年 3 月 31 日まで期間延長の契約予定） 

◇検査件数（月）                      （件） 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

令和 2年度         1 14 4 1 20 

令和 3年度 9 4 6 5 13 5(2)※        42(2) 

※令和 3 年 9 月 6 日現在                （）は陽性件数 

令 和 3 年 9 月 1 0 日 

福 祉 環 境 委 員 会 資 料 
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新型コロナウイルスワクチンの接種状況について 

 

１ 接種状況について 

（1） 対象者(12 歳以上)の地域別接種実績（9 月 6 日現在）※ＶＲＳによる確認 
（単位：件） 

区分 計 浜田 金城 旭 弥栄 三隅 

券送付数※ 47,398 34,938 3,682 2,376 1,108 5,294 

1 回目 
31,118 22,454 2,597 1,600 815 3,652 

65.7% 64.3% 70.5% 67.3% 73.6% 69.0% 

2 回目 
26,524 18,928 2,304 1,422 711 3,159 

56.0% 54.2% 62.6% 59.8% 64.2% 59.7% 

 

（2） 対象者(12 歳以上)の年代別接種実績（9 月 6 日現在）※ＶＲＳによる確認 
（単位：件） 

区分 計 
40 歳 
未満 

40 歳 
代  

50 歳 
代 

 60 歳
～64 歳  

65 歳 
以上 

券送付数※ 47,398 11,684 6,215 6,056 3,454 19,989 

1 回目 
31,118 2,551 1,935 4,885 3,091 18,656 

65.7% 21.8% 31.1% 80.7% 89.5% 93.3% 

2 回目 
26,524 2,175 1,579 1,765 2,649 18,356 

56.0% 18.6% 25.4% 29.1% 76.7% 91.8% 

※ 「券送付数」は、接種券を発行した総数から、接種を 2 回受けていない死亡者及び 

転出者を除いた数 

 

 (3) 集団接種における接種実績・予定 

 ア 8 月～9 月実施分 

① 実施日 1 回目 8/28（土）、8/29（日）、9/4（土）、9/5（日） 

       2 回目 9/18（土）、9/19（日）、9/25（土）、9/26（日） 

② 接種実績等 

 

 

 

 

 イ 10～11 月実施分 

① 実施日 1 回目 10/9（土）、10/10（日）、10/16（土）、10/17（日） 

       2 回目 10/30（土）、10/31（日）、11/6（土）、11/7（日） 

② 予約確保枠 1,500 人分 

 

確保枠 予約数 区分 接種件数 備考 

1,500 1,296 
1 回目 1,296 

一般接種 1,180 
県大生等    53 
高校等教員  63 
※接種件数は、9 月 5 日時点 

 

 

2 回目 - 

令 和 3 年 9 月 1 0 日 
福 祉 環 境 委 員 会 資 料 
健康福祉部新型コロナウイルス 
ワ ク チ ン 対 策 室 



         金城地域断水防止対策について 

 

 令和 3 年 8 月 10 日の福祉環境委員会報告後の取り組み状況を下記のとおり報告

します。 

記 

 

1 実態調査の集計結果と金城地区断水原因調査業務委託の報告内容について 

配水池系 今福中央配水池系 下ノ原配水池系 

断水原因 

•後野地域凍結漏水 

•今福中央配水池夜間連続配水 

•70 戸の宅内漏水(推定漏水量 23 ㎥/時) 

•下ノ原配水池の流入能力不足 

•広範囲な配水系統(異常流量の把握困難) 

•75 戸の宅内漏水(推定漏水量 41 ㎥/時) 

今後の対策 

•今福中央配水池の貯留量増加…現在施工中 

•今福中央配水池系夜間流量把握調査 

•黒川水源系送水能力の検討 

•上来原～下ノ原配水池間のバルブ調整 

•下ノ原配水池系流量把握調査 

•波佐浄水場送水能力の増強(検討事項) 

別紙 1 

「金城地区断水原因調査業務委託による断水原因の考察と対策について」参照 

 

2 金城地区断水原因調査業務委託の報告を受けた対応 

（1）今福中央配水池系 

 ①今福中央配水池の貯留量増加 

現在、増設タンク(容量 500m3)を施工しており、令和 3 年 12 月下旬に完成

予定。この増設タンクが稼働すれば寒波時に漏水が発生した場合でも漏水箇所

の止水作業に必要な時間を確保することが可能となる。 

 ②今福中央配水池系夜間流量把握調査 

深夜帯でも一定の配水流量が出ているため、本管漏水や利用先等の調査を令

和 3 年度中に行う。 

 ③金城地域全般の送水能力の検討 

黒川水源系からの送水能力については、黒川水源地から今福中央配水池間の

送水施設の拡張等が用地的制約等で非常に困難であるため、金城地域全般の効

率的な送水方法の検討を令和 4 年度に行う。 

  

令和 3 年 9 月 10 日 

福祉環境委員会資料 

上下水道部工務課 



（2）下ノ原配水池系 

 ①上来原～下ノ原配水池間のバルブ調整 

令和 3 年 6 月にバルブ調整を行い下ノ原配水池への流入量不足は解消済み。 

 ②下ノ原配水池系流量把握調査 

下ノ原配水池系は配水範囲が広大で異常流量の早期把握が困難な状況となっ

ている。今後の水運用の判断材料とするため令和 3 年度から 4 年度にかけて流

量把握調査を行う。 

 ③波佐浄水場送水能力の増強(検討事項) 

今後の送水能力の増強を検討する上でも現時点での波佐第 3・4 水源地の限

界揚水量を把握する必要がある。このため、令和 3 年度に波佐第 3・4 水源地

の揚水量調査を行う。 

 

3 今福中央配水池タンク増設工事の進捗状況 

8 月 24 日（火） タンク基礎工事完了 

9 月 01 日（水） タンク本体設置工事着手 

 

4 止水栓台帳の整備の進捗状況 

止水栓台帳作成業務委託中（令和 3 年 6 月 1 日～令和 3 年 9 月 30 日） 

 

5 体制および情報提供、住民説明 

（1）体制および情報提供の検討状況について 

   班別マニュアル作成中 

（2）住民説明会開催について 

①開催予定 

 9 月 29 日（水）～10 月 6 日（水） 

 ②説明会内容 

 ・実態調査の報告 

 ・コンサルタントの報告内容について 

 ・凍結災害発生時の対応について 

 ・凍結防止対策、止水栓・量水器、給湯機器の取り扱い方法 

  



6 全体スケジュール（令和 3 年度） 

 

 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

施設増強 

（今福地区） 

             

夜間流量把握

（今福地区） 
             

バルブ調整 

（雲城地区） 

             

配水流量把握

（雲城地区） 
             

送水能力調査 

（井戸調査） 
             

実態把握 
             

止水栓台帳 
             

今回追加項目 

調査 

コンサルタント業務 

調査・作成 

計画 

供用 今福地区 タンク増設工事 

調査・計画 

調査・計画 

雲城地区 減圧弁等・調整・追加対策 

夜間流量把握調査 

流量把握調査 

送水能力、井戸揚水量調査 



金城地区断水原因調査業務委託による断水原因の考察と対策について 

 (コンサルタント報告書より) 

 

1 断水原因の考察 

配水池系 

項 目 
今福中央配水池系 下ノ原配水池系 

断水原因 

 後野地域凍結漏水 

 今福中央配水池夜間連続配水 

 70 戸の宅内漏水(推定漏水量 23 ㎥/時) 

 下ノ原配水池の流入能力不足 

 広範囲な配水系統(異常流量の把握困難) 

  75 戸の宅内漏水(推定漏水量 41 ㎥/時) 

今後の対策 

 今福中央配水池の貯留量増加…現在施工中 

 今福中央配水池系夜間流量把握調査 

 黒川水源系送水能力の検討 

 上来原～下ノ原配水池間のバルブ調整 

 下ノ原配水池系流量把握調査 

 波佐浄水場送水能力の増強(検討事項) 

 

2 現況把握 

 凍結被害状況実態調査の集計結果 (6 月 10 日までの集計結果) 

配水池系 

項 目 

今福中央 

配水池系 

上来原 

配水池系※1 

下ノ原 

配水池系 

二子山 

配水池系 

⾧田 

配水池系 
合計 

給水家屋数 561 戸 113 戸 729 戸 87 戸 202 戸 1692 戸 

実態調査回答数 399 戸(71%) 75 戸(66%) 492 戸(67%) 75 戸(86%) 149 戸(74%) 1190 戸(70%) 

凍結防止流水家屋数 237 戸(59%) 51 戸(68%) 213 戸(43%) 42 戸(56%) 82 戸(55%) 625 戸(53%) 

凍結家屋数 141 戸(35%) 23 戸(31%) 174 戸(35%) 24 戸(32%) 34 戸(23%) 396 戸(33%) 

漏水家屋数 70 戸(18%) 11 戸(15%) 75 戸(15%) 12 戸(16%) 21 戸(14%) 189 戸(16%) 

断水家屋数 161 戸(40%) 0 戸 155 戸(32%) 0 戸 0 戸 316 戸(35%) 

※1 上来原配水池系該当数は、下ノ原配水池系の給水家屋を除いた家屋数を示す。 

 

3 水使用状況確認 

配水池系 

項 目 
今福中央配水池系 

上来原配水池系 

(下ノ原配水池系含む) 
下ノ原配水池系 

最大配水流量 

(記録日時) 

55 ㎥/時 

(R3 年 1 月 10 日 18 時頃) 

60 ㎥/時 

(R3 年 1 月 10 日 18 時頃) 

65 ㎥/時 

(R3 年 1 月 10 日 19 時頃) 

【参考】 

前年度同日配水流量 

35 ㎥/時 

(R2 年 1 月 10 日 18 時頃) 

47 ㎥/時 

(R2 年 1 月 10 日 18 時頃) 

44 ㎥/時 

(R2 年 1 月 10 日 19 時頃) 

深夜配水流量 
36 ㎥/時 

(R3 年 1 月 11 日 2 時頃) 

58 ㎥/時 

(R3 年 1 月 11 日 4 時頃) 

45 ㎥/時 

(R3 年 1 月 11 日 3 時頃) 

【参考】 

前年度同日深夜配水流量 

13 ㎥/時 

(R2 年 1 月 11 日 2 時頃) 

8 ㎥/時 

(R2 年 1 月 11 日 4 時頃) 

4 ㎥/時 

(R2 年 1 月 11 日 3 時頃) 

前年度比較増加流量 23 ㎥/時 50 ㎥/時 41 ㎥/時 
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4 凍結防止流水量の算出 

配水池系 

項 目 
今福中央配水池系 上来原配水池系※1 下ノ原配水池系 

凍結防止流水家屋数 237 戸 51 戸 213 戸 

1 戸当たり凍結防止流水量 ※2 0.1ℓ/分 0.1ℓ/分 0.1ℓ/分 

実態調査回答率 71％ 66％ 67％ 

凍結防止流水量(ℓ/分) 33ℓ/分 8ℓ/分 32ℓ/分 

凍結防止流水量(㎥/時) 2.0 ㎥/時 0.5 ㎥/時 1.9 ㎥/時 

給水制限を行った下ノ原配水池と今福中央配水池の流入量、配水池水位と凍結防止流水量を検証すると、最低気温を

観測した 2021 年 1 月 7 日の午前にどちらの配水池も一旦満水になっている。よって、凍結防止流水量が断水につなが

った異常流量との関連性はほぼないと考える。 

※1 上来原配水池系該当数は、下ノ原配水池系の給水家屋を除いた家屋数を示す。 

※2 冬季に防凍対策で凍結防止流水を行っている市民の方に協力いただき算出した値。 

 

 

5 漏水量の算出(宅内漏水量の算出) 

配水池系 

項 目 
今福中央配水池系 

上来原配水池系 

(下ノ原配水池系含む) 
下ノ原配水池系 

漏水家屋数 70 戸 86 戸 75 戸 

1 戸当たり漏水量 ※3 0.4 ㎥/時 0.4 ㎥/時 0.4 ㎥/時 

実態調査回答率 71％ 67％ 67％ 

宅内漏水量 39.4 ㎥/時 51.3 ㎥/時 44.8 ㎥/時 

前年度比較増加流量 23 ㎥/時 50 ㎥/時 41 ㎥/時 

 一戸当たり推定漏水量 0.4 ㎥/時を用いて漏水量を算出すると、今福中央配水池系では 16.4 ㎥/時の誤差があるが上

来原配水池系、下ノ原配水池系の漏水量は、計測値検証漏水量と大きな差はない。よって、1 戸あたり漏水量 0.4 ㎥/時

は妥当と考える。 

※3 ベルヌーイの定理に流量の変換式を代入して流速を求める式を用いて算出した値。 

 

6 下ノ原配水池流入量検証 

下ノ原配水池の最大流入量は、上来原配水池からの最大流下能力の範囲で既設管路にて負圧が発生

しない流量となる。そこで上来原配水池から下ノ原配水池までの配水本管について水理解析を実施し

た。なお、この際に下ノ原配水池までに設置されている各減圧弁の設定値は、現状のままとして解析し

た。 

結果、理論上の下ノ原配水池最大流入量は 130 ㎥/時となる。 

 



 

 

基幹管路の更新及び耐震化の状況について 

 

 令和元年度から着手している、上水道基幹管路の更新及び耐震化の状況を下記の

とおり報告します。 

記 

 

1 管路の状況（令和 3 年 3 月 31 日現在） 

区分 管路延長（ｍ） 基幹管路延長（ｍ） 

導水管（取水施設～浄水施設） 4,428 4,428 

送水管（浄水施設～配水施設） 112,946 112,946 

配水管（配水施設～給水施設） 1,046,113  

（内配水本管） (123,557) 123,557 

（内配水支管） (922,556)  

合計 1,163,487 240,931 

 

2 基幹管路の耐震化の状況（令和 3 年 3 月 31 日現在） 

耐震管の延長  38,710ｍ（内令和 2 年度施工延長 3,097ｍ） 

耐震管の割合   16.1％（内令和 2 年度増加割合  1.3％） 

参考：耐震適合性がある管の割合 49.1％（内令和 2 年度増加割合 1.1％） 

 

3 交付金事業の状況 

 令和元年度 令和 2 年度 
令和 3 年度 

（予定） 

3 か年合計 

（予定） 

更新延長 1,426ｍ 2,554ｍ 2,445ｍ 6,425ｍ 

更新計画に対

する進捗率 
2.19％ 3.93％ 3.76％ 9.89％ 

 ※更新延長は、年度内完成延長 

※更新計画に対する進捗率は、更新計画延長（64,900ｍ）に対する割合 

 

4 施工位置図 別紙 1 のとおり 

令和 3 年 9 月 10 日 
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水道管路耐震化位置図①

令和元年度施工
(1.4km)

令和2年度施工
(2.5km)

令和3年度施工
(2.4km)
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水道管路耐震化位置図② 別紙 1-2



 

 

 

台風 9号および 8 月大雨による上水道施設の被害状況について 

 

 8 月 9 日（月）から 14 日（土）までの間の台風 9号及び大雨の影響により、市内各

所において水道施設に被害がありましたので下記のとおり報告します。 

 

記 

 

1 旭町和田地内（配水管 鋼管 口径 100 ㎜ 1977 年設置） 

8 月 10 日（火） 6:00 配水流量の異常を確認、現地調査開始 

 8 月 10 日（火） 6:00 市道での漏水を確認 

 8 月 11 日（水）23:00 漏水修繕工事開始 

 8 月 11 日（水） 4:30 通水開始 

         作業前状況（和田地内） 

 

漏水箇所   重富バス停 

 

2 周布町地内（配水管 鋼管 φ150 ㎜ 1984 年設置） 

8 月 14 日（土）15:00  維持管理課より周布橋の異状の連絡を受け、現地確認 

8 月 14 日（土）16:30  監視開始（24 時間体制） 

 8 月 18 日（水）～20 日（金）仮設配水管設置工事 

 8 月 20 日（金）23:20  配水管切り替え作業完了 

 

※今後の対応 

   周布橋の本格的な復旧には時間を要するものと判断しています。 

仮設配水管を設置はしたものの、橋の架け替え工事などの時には撤去すること

になります。そのため、周布橋に変わる配水ルートの検討に着手しており、道路

管理者や河川管理者などの関係機関協議が整った場合は、早急に代替配水ルート

の測量設計業務に着手する予定です。（令和 3年度既定予算対応） 

 

令和 3 年 9 月 10 日 

福祉環境委員会資料 

上下水道部工務課 



 

      周布橋付近の状況           仮設完了状況 

    
周布橋  久光橋  その他の橋           

 

 

3 三階町地内（配水管 ダクタイル鋳鉄管 φ100 ㎜ 2003 年設置） 

 8 月 15 日（日）維持管理課より道路陥没連絡あり 現地確認 

 8 月 17 日（火） 3:00 配水量増加を確認 現地調査開始 

 8 月 17 日（火） 5:30 漏水箇所確認、漏水修繕工事開始 

8 月 17 日（火） 9:40 断水解消 

 

 
  漏水箇所   浜田自動車学校        現地の状況 

                   



台風 9 号による下水道施設の被害状況について 

 

1 下水道施設の被害状況 

8 月 9 日（月）7：40 頃から発生した長時間の停電により三隅、弥栄地域の施設に

おいて緊急対応を行いました。 

(1)弥栄地域の状況 

杵束地区農業集落排水の処理場、中継ポンプ場において約 4 時間の停電が発生し

たため、バキューム車により汚水の移送作業を行いました。 

(2)三隅地域の状況 

三保三隅公共下水道の中継ポンプ場において最長10時間の停電が発生したため、

バキューム車により汚水の移送作業を行いました。 

 

2 汚水の流出について 

三保三隅公共下水道において、停電により中継ポンプ場が長時間停止したため、汚

水を送水することができず、付近の水路、畑へ汚水が流出しました。 

 

3 被害箇所への対応状況 

(1)汚水流出箇所への対応 

流出箇所（畑）の所有者へ状況説明と対応の協議を行い、流出箇所の土砂を置き

換えることとしました。（8 月 18 日作業完了しました。） 

(2)下水道施設の停電対策 

長時間の停電発生時に早期に運転が再開できるよう、発電機手配など緊急時の体

制作りを進めています。 

 

 

三保三隅浄化センター 

中継ポンプ場 

流出箇所 

令和 3年 9月 10 日 

福祉環境委員会資料 

上下水道部下水道課 



1.人口の状況

2.世帯数の状況 3.地域別人口・世帯数 （外国人を含む）
 

4.異動事由別増減（5月１日～31日）

5.異動事由別月別件数

合計

467

453

14

60

138

△ 78

△ 64

1,775

1,945

△ 170

296

815

△ 519

△ 689

1,799

2,095

△ 296

342

921

△ 579

△ 875△ 107 △ 308 111

※平成24年7月9日以降は、外国人の届出を含み、転入等に資格取得・転出取消等、転出等に出国通知・職権消除等を合算

△ 51 △ 87 △ 49 △ 66 △ 137 △ 81

△ 54 △ 47 △ 47 △ 83

①＋② 130 △ 19 △ 57 △ 43

△ 43 △ 36 △ 46 △ 66 △ 52 △ 73

98 85 66 80 139死亡 72 67 55 75 77 80 91 75

23 25 31 19 33 56

194

出生 28 28 23 32 41 34 25

17 △ 14 △ 64 △ 27 △ 60 △ 261

666 407

①社会増減 174 20 △ 25 0 △ 15 △ 41

121 80 83 125 111 155

95 405 601

転出等 317 90 109 128 110

95 80 97 69 61 84

令
和
元
年
度

転入等 491 110 84 128

②自然増減 △ 44 △ 39 △ 32

△ 52 △ 77 △ 81 △ 302 84 △ 27

△ 9

①＋② 132 △ 48 △ 64 3 △ 31 △ 88 △ 41 △ 40

△ 51 △ 49 △ 60 △ 39 △ 38 △ 92

142 3

②自然増減 △ 55 △ 37 △ 22 △ 30 △ 40 △ 58 △ 40

64 73 69 85 60 60

22 50 △ 6

死亡 77 65 47 61 70 84

26 24 22 20 25 21出生 22 28 25 31 30

△ 3 △ 17 △ 42 △ 264 176 △ 18

△ 14

①社会増減 187 △ 11 △ 42 33 9 △ 30 △ 1 11

78 81 93 115 715 393

569 △ 32

転出等 317 76 108 84 90 104 84

83 89 78 76 73 451

△ 64 △ 148

令
和
２
年
度

転入等 504 65 66 117 99 74

0 0 0 0 0 0

0 △ 78 14

①＋② △ 6 △ 58 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0②自然増減 △ 19 △ 59 0 0 0

138 △ 4

10

死亡 52 86

60

14 △ 162

出生 33 27

0 0 0 0 0 0

453 60

①社会増減 13 1 0 0 0 0

467 △ 102

転出等 373 80

２月 ３月
5月まで

累計
前年差

令
和
３
年
度

転入等 386 81

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月異動事由 ４月 ５月 ６月 ７月

108 72 6 2 86 166
減

転出 出国通知 職権消除等 死亡 計
増

転入 資格取得 転出取消等 出生 計

78 3 27

△ 2
三隅 5,730 5,737 △ 7 2,822 2,827 △ 5

△ 7 1,336 1,341 △ 5
弥栄 1,181 1,187 △ 6 654 656

1,886 1,886 0
合計 26,069 26,085 △ 16 旭 2,631 2,638

19,375 △ 4
外国人 444 449 △ 5 金城 4,036 4,037 △ 1

増減

複数国籍 130 131 △ 1 浜田 38,503 38,540 △ 37 19,371

世帯数

日本人 25,495 25,505 △ 10 5月末 4月末 増減 5月末 4月末

5月末 4月末 増減 人　口

△ 6 △ 6 △ 21 △ 37 △ 58
※前月末の数値は遡及した届出等により既に報告した数値と一致しない場合があります

462 643 24,993 27,146 52,139
増減 △ 21 △ 31 △ 52 0

456 637 24,972 27,109 52,081
4月末 24,812 26,684 51,496 181

女 計 男 女 計

5月末 24,791 26,653 51,444 181

浜田市人口状況(5月末現在）
令和3年9月10日

福祉環境委員会資料
市民生活部　総合窓口課

日本人 外国人 合　　　　計

男 女 計 男



1.人口の状況

2.世帯数の状況 3.地域別人口・世帯数 （外国人を含む）
 

4.異動事由別増減（6月１日～30日）

5.異動事由別月別件数

合計

550

536

14

85

208

△ 123

△ 109

1,775

1,945

△ 170

296

815

△ 519

△ 689

1,799

2,095

△ 296

342

921

△ 579

△ 875△ 107 △ 308 54

※平成24年7月9日以降は、外国人の届出を含み、転入等に資格取得・転出取消等、転出等に出国通知・職権消除等を合算

△ 51 △ 87 △ 49 △ 66 △ 137 △ 81

△ 54 △ 47 △ 47 △ 115

①＋② 130 △ 19 △ 57 △ 43

△ 43 △ 36 △ 46 △ 66 △ 52 △ 73

98 85 66 80 194死亡 72 67 55 75 77 80 91 75

23 25 31 19 33 79

169

出生 28 28 23 32 41 34 25

17 △ 14 △ 64 △ 27 △ 60 △ 261

666 516

①社会増減 174 20 △ 25 0 △ 15 △ 41

121 80 83 125 111 155

95 405 685

転出等 317 90 109 128 110

95 80 97 69 61 84

令
和
元
年
度

転入等 491 110 84 128

②自然増減 △ 44 △ 39 △ 32

△ 52 △ 77 △ 81 △ 302 20 △ 34

1

①＋② 132 △ 48 △ 64 3 △ 31 △ 88 △ 41 △ 40

△ 51 △ 49 △ 60 △ 39 △ 38 △ 114

189 △ 5

②自然増減 △ 55 △ 37 △ 22 △ 30 △ 40 △ 58 △ 40

64 73 69 85 60 60

22 75 △ 4

死亡 77 65 47 61 70 84

26 24 22 20 25 21出生 22 28 25 31 30

△ 3 △ 17 △ 42 △ 264 134 △ 35

△ 15

①社会増減 187 △ 11 △ 42 33 9 △ 30 △ 1 11

78 81 93 115 715 501

635 △ 50

転出等 317 76 108 84 90 104 84

83 89 78 76 73 451

△ 109 △ 129

令
和
２
年
度

転入等 504 65 66 117 99 74

0 0 0 0 0 0

0 △ 123 △ 9

①＋② △ 6 △ 58 △ 45 0 0 0

0 0 0 0 0 0②自然増減 △ 19 △ 59 △ 45 0 0

208 19

10

死亡 52 86 70

85

14 △ 120

出生 33 27 25

0 0 0 0 0 0

536 35

①社会増減 13 1 0 0 0 0

550 △ 85

転出等 373 80 83

２月 ３月
6月まで

累計
前年差

令
和
３
年
度

転入等 386 81 83

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月異動事由 ４月 ５月 ６月 ７月

108 80 3 70 153
減

転出 出国通知 職権消除等 死亡 計
増

転入 資格取得 転出取消等 出生 計

82 1 25

△ 1
三隅 5,732 5,730 2 2,824 2,822 2

△ 8 1,329 1,336 △ 7
弥栄 1,177 1,181 △ 4 653 654

1,880 1,886 △ 6
合計 26,038 26,069 △ 31 旭 2,623 2,631

19,371 △ 19
外国人 439 444 △ 5 金城 4,025 4,036 △ 11

増減

複数国籍 127 130 △ 3 浜田 38,479 38,503 △ 24 19,352

世帯数

日本人 25,472 25,495 △ 23 6月末 5月末 増減 6月末 5月末

6月末 5月末 増減 人　口

△ 6 △ 5 △ 6 △ 39 △ 45
※前月末の数値は遡及した届出等により既に報告した数値と一致しない場合があります

456 637 24,972 27,109 52,081
増減 △ 7 △ 33 △ 40 1

450 632 24,966 27,070 52,036
5月末 24,791 26,653 51,444 181

女 計 男 女 計

6月末 24,784 26,620 51,404 182

浜田市人口状況(6月末現在）
令和3年9月10日

福祉環境委員会資料
市民生活部　総合窓口課

日本人 外国人 合　　　　計

男 女 計 男



1.人口の状況

2.世帯数の状況 3.地域別人口・世帯数 （外国人を含む）
 

4.異動事由別増減（7月１日～31日）

5.異動事由別月別件数

合計

628

632

△ 4

116

275

△ 159

△ 163

1,775

1,945

△ 170

296

815

△ 519

△ 689

1,799

2,095

△ 296

342

921

△ 579

△ 875△ 107 △ 308 11

※平成24年7月9日以降は、外国人の届出を含み、転入等に資格取得・転出取消等、転出等に出国通知・職権消除等を合算

△ 51 △ 87 △ 49 △ 66 △ 137 △ 81

△ 54 △ 47 △ 47 △ 158

①＋② 130 △ 19 △ 57 △ 43

△ 43 △ 36 △ 46 △ 66 △ 52 △ 73

98 85 66 80 269死亡 72 67 55 75 77 80 91 75

23 25 31 19 33 111

169

出生 28 28 23 32 41 34 25

17 △ 14 △ 64 △ 27 △ 60 △ 261

666 644

①社会増減 174 20 △ 25 0 △ 15 △ 41

121 80 83 125 111 155

95 405 813

転出等 317 90 109 128 110

95 80 97 69 61 84

令
和
元
年
度

転入等 491 110 84 128

②自然増減 △ 44 △ 39 △ 32

△ 52 △ 77 △ 81 △ 302 23 12

14

①＋② 132 △ 48 △ 64 3 △ 31 △ 88 △ 41 △ 40

△ 51 △ 49 △ 60 △ 39 △ 38 △ 144

250 △ 19

②自然増減 △ 55 △ 37 △ 22 △ 30 △ 40 △ 58 △ 40

64 73 69 85 60 60

22 106 △ 5

死亡 77 65 47 61 70 84

26 24 22 20 25 21出生 22 28 25 31 30

△ 3 △ 17 △ 42 △ 264 167 △ 2

△ 59

①社会増減 187 △ 11 △ 42 33 9 △ 30 △ 1 11

78 81 93 115 715 585

752 △ 61

転出等 317 76 108 84 90 104 84

83 89 78 76 73 451

△ 163 △ 186

令
和
２
年
度

転入等 504 65 66 117 99 74

0 0 0 0 0 0

0 △ 159 △ 15

①＋② △ 6 △ 58 △ 45 △ 54 0 0

0 0 0 0 0 0②自然増減 △ 19 △ 59 △ 45 △ 36 0

275 25

10

死亡 52 86 70 67

116

△ 4 △ 171

出生 33 27 25 31

0 0 0 0 0 0

632 47

①社会増減 13 1 0 △ 18 0 0

628 △ 124

転出等 373 80 83 96

２月 ３月
7月まで

累計
前年差

令
和
３
年
度

転入等 386 81 83 78

８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月異動事由 ４月 ５月 ６月 ７月

109 90 6 67 163
減

転出 出国通知 職権消除等 死亡 計
増

転入 資格取得 転出取消等 出生 計

78 31

△ 1
三隅 5,741 5,732 9 2,829 2,824 5

△ 5 1,323 1,329 △ 6
弥栄 1,177 1,177 0 652 653

1,878 1,880 △ 2
合計 26,014 26,038 △ 24 旭 2,618 2,623

19,352 △ 20
外国人 428 439 △ 11 金城 4,019 4,025 △ 6

増減

複数国籍 128 127 1 浜田 38,427 38,479 △ 52 19,332

世帯数

日本人 25,458 25,472 △ 14 7月末 6月末 増減 7月末 6月末

7月末 6月末 増減 人　口

△ 8 △ 10 △ 5 △ 49 △ 54
※前月末の数値は遡及した届出等により既に報告した数値と一致しない場合があります

450 632 24,966 27,070 52,036
増減 △ 3 △ 41 △ 44 △ 2

442 622 24,961 27,021 51,982
6月末 24,784 26,620 51,404 182

女 計 男 女 計

7月末 24,781 26,579 51,360 180

浜田市人口状況(7月末現在）
令和3年9月10日

福祉環境委員会資料
市民生活部　総合窓口課

日本人 外国人 合　　　　計

男 女 計 男


